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上水道事業 
(1299：うち大臣認可380)

給水人口が5,000人超の水道事業

簡易水道事業(2,376)
給水人口101人以上5,000人以下の水道事業

小規模自家用水道等
他に該当しない水道

給水人口100人以下の水道事業
飲料水供給施設

水道法の衛生規制対象

水道法の規制対象外で地方公共団体が必要に応じて衛生対策を定めるもの

飲用井戸等衛生対策要領の実施について（厚生省生活衛生局長通知 昭和62年1月29日）

水道事業：一般の需要に応じて、
水道により水を供給する事業

寄宿舎、社宅等の
自家用水道等

（）内は令和４年度水道統計値

専用水道
(8,172)

100人を超える居住者に給水

するもの又は１日最大給水量
が20ｍ3を超えるもの

水道用水供給事業
(89：うち大臣認可64)

水道事業者に対し水道用水を
供給する事業

認可（国土交通大臣※又は知事） 確認（知事）

簡易専用水道
(206,856)

貯水槽水道のうち受水槽の有
効容量10ｍ3超のもの

小規模貯水槽水道
(788,542)

簡易専用水道に該当しない貯
水槽水道

貯水槽水道：水道事業
から供給を受ける水の
みを水源とする水道

個人住宅の飲用井戸で
導管で飲用水を供給して
いるもの（水道）はこれに

該当

水道の概要

○水道とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用に適する水として供給する施設の総体のこと

○水道事業は、原則として市町村が経営

○上水道事業数は1,299, 水道用水供給事業数は89, 簡易水道事業数は2,376, （計3,764事業）。
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3,764

※令和６年度より
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○ 全国に約3,800の水道事業が存在。小規模で職員数が少ない水道事業者が非常に多い。

○ 水道事業に携わる職員数は、ピークと比べて37%程度減少している。

給水人口別の水道事業数と平均職員数（令和３年度）

給
水
人
口
（
人
）

水道事業数

水道事業における職員数の推移

37％
程度減少

職
員
数
（
人
）

出典：令和3年度水道統計
※嘱託職員を除く
※水道事業（簡易水道事業を除く）、水道用水供給事業を対象

出典：令和3年度水道統計、令和3年度簡易水道統計
※嘱託職員を除く
※水道事業、水道用水供給事業を対象

平均職員数
2376

給水人口別の水道事業数及び職員数の状況
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水道事業の料金回収等に関する状況
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○ 水道事業の建設投資の財源については、水道料金等を原資とする自己資金等が大きなウェイトを占める。

○ 小規模な水道事業ほど、給水原価が供給単価を上回る傾向にある（＝原価割れしている）。

○ 水道料金の平均は近年わずかに上昇傾向にあるが、原価割れの状況を改善するには至っていない。

給水人口規模別 料金回収状況（供給単価／給水原価）

※水道事業（簡易水道事業を除く）を対象
出典：令和５年度地方公営企業年鑑（総務省）をもとに国土交通省が作成

自己資金等
6,764億円

企業債
4,777億円

国・県補助金
543億円

工事負担金
453億円他会計繰入金

532億円

水道料金（家庭用月20㎥）の改定状況

※水道事業（簡易水道事業を除く）を対象
出典：「水道料金表（令和６年４月１日現在）」(公益社団法人日本水道協会)をもとに国土交通省が作成

水道事業建設投資額の財源（13,068億円）
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※水道事業（簡易水道事業を除く）を対象
※対象人口規模の区分ごとに事業体ごとの単純平均ではなく加重平均で算出
出典：「令和５年度地方公営企業年鑑」（総務省）をもとに国土交通省が作成
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水道施設の老朽化の状況
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○ 令和3年度末における、全国の水道管の総延長は約74万km
○ 法定耐用年数40年を経過した管路の延長約7万km（総延長の約22％）が、10年後は約30万km（約41％）、

20年後は約49万km（約66％）と今後急増

10年後（R14）
約３０万㎞

（約41％）

20年後（R24）
約４９万㎞

（約66％）

40年経過
約17万㎞
（約22％）

約74万㎞

老朽管が急増老朽管（布設後40
年経過）延長 約

17万㎞

管路施設の年度別管理延長（令和３年度末）

水道施設の老朽化の状況 出典：厚生労働省調べを基に作成

※水道事業（簡易水道事業を除く）、水道用水供給事業を対象



上下水道施設の耐震化状況の緊急点検結果（概要）
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○ 能登半島地震の教訓を踏まえ、上下水道システムの「急所施設」（その施設が機能を失えばシステム全体が機
能を失う最重要施設）や避難所などの重要施設に接続する上下水道管路等の耐震化状況について、緊急点検
を実施

○ 各施設の耐震化率は、全体的に低い水準に留まっており、耐震化が十分でない状況

※１ 今回の緊急点検では、給水区域内かつ下水道処理区域内の
 重要施設に接続する管路等を対象とする。

※２ 導水管、送水管、重要施設に接続する水道管路の耐震化率は、
 耐震管以外に地盤性状によって耐震適合性を有する管を含めた
 割合を示す。 なお、 （）内に耐震管率を示す。

※３ 下水処理場直前の合流地点にポンプ場がある場合は急所施設とする。

【全国の耐震化率】
（令和５年度末時点）

下水
処理場

P

取水
施設

浄水
施設

ポンプ場※３

下水処理場直前の
合流地点

P
P P

急所施設（水道）

急所施設（下水道）

重要施設に接続する管路等※１

重要
施設

配水池

河川

導水管

送
水
管

下水道管路

約46％ 約34％※２

（約23％）
約43％

約47％※２

（約32％）

約67％

約39％※２

（約27％）

約51％

接続する水道・下水道
管路の両方（青色部）
が耐震化されている

重要施設の割合

約15％

約46％約72％約48％

約●％ ：耐震化率

（凡例）

災害拠点病院、避難所、防災拠点
（警察、消防、県・市庁舎等）など

ポンプ場

約44％

出典：上下水道施設の耐震化状況に関する緊急点検結果 報告書（令和６年11月1日公表） 

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001840614.pdf
※水道：水道事業、水道用水供給事業を対象



デジタル行財政改革会議における上下水道関係の総理発言

○デジタル行財政改革会議において、これまで下記の総理指示が行われたところ。

○ インフラにつきましては、１月２８日、埼玉県で重大事故がございました。上下水道インフラの老朽化に対応し、自治体による事業運営
を持続可能なものとするよう、これを急務として取り組んでいただきたいと存じます。

○ 中野大臣、村上大臣は、人工衛星データやドローンなどを用いた漏水検知、地中の管路内部の点検等のＤＸ技術について、今後５年
程度で全国で実装するという目標を大幅に前倒しし、できる自治体から速やかに実装を進め、３年程度で全国で標準実装できるよう取
り組んでください。

○ あわせて、地方自治体におけるインフラ全般の維持につきましても、目視などに頼りがちな現場業務をデジタルの活用により、正確性
を増し安全性を確保しながら、現場負担を軽減できるよう、ルールの見直しなどを自治体に働きかけてください。

第９回デジタル行財政改革会議 （2/20） 総理発言

○ 上下水道等のインフラにつきましては、中野大臣、村上大臣ほか、関係
大臣が協力し、都道府県単位やそれ以上の広がりを視野に入れた経営
の広域化など、２０５０年を見据えた上下水道の在り方を検討し、それと
整合的な形で、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）技術の実装に向
けた具体的な方策を一体的に取りまとめてください。

第１０回デジタル行財政改革会議 （4/22） 総理発言

第９回デジタル行財政改革会議

○ 上下水道の都道府県単位やそれ以上の広がりを視野に入れた経営の
広域化・改善（中略）を進めてまいります。

第１１回デジタル行財政改革会議 （6/13） 総理発言
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○校務ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の話もございましたが、校務ＤＸによる教員の残業時間の削減といった働き方改革、介護
現場のデジタル活用による人員配置の効率化、自動運転の導入加速化、ＡＩ（人工知能）や人工衛星の活用による上下水道のメンテナ
ンスの合理化などが重要であります。関係大臣は、平大臣と連携し、ＫＰＩ（重要業績評価指標）、これを設定しませんと何にもなりませ
んので、ＫＰＩを設定して、政策の改善を進めてください。

第８回デジタル行財政改革会議 （11/16） 総理発言



⚫現場の担い手不足が加速し、老朽化する施設の維持更新需
要の増大に対応できない状況が全国で進展。

⚫能登半島地震においても、耐震化の遅れ等により上下水道
インフラの復旧が遅れ、生活再建に支障。

⚫各自治体においては、長年にわたり工夫が重ねられた結果、
業務実施やデータ管理等の手法が様々に発達。

⚫上下水道インフラ・サービスを維持するためには、デジタル技術
を活用しながら、優れた成果の出ている業務実施手法等を
具体化し、水平展開を図ることが必要。

現状・課題

上下水道ＤＸ推進検討会

⚫上下水道の管理業務・データといった「ソフト」の共通化・標準
化を進めることにより、システム・施設といった「ハード」の連携や統
合を含む広域化につなげる取組を上下水道一体で官民が
協調して推進。

⚫ それにより、現場の担い手不足を補い、施設の維持管理・更新
の効率的・効果的な実施が可能となることで、災害発生時を
含めて上下水道サービスが持続的に提供される社会を実現。

目指すべき姿

検討テーマ

テーマ 主な検討内容 主なアウトプット（イメージ）

１．業務の共通化
優れた業務事例の分析・共通化・横展開（漏水調査
等）

DX技術の活用手引き（導入プロセス、運用方法）

２．情報管理の標準化 情報管理のあり方、ガイドライン・標準仕様の課題 情報管理の標準化等の促進策

３．DX技術実装 DX技術カタログの策定、自治体－企業の連携促進 DX技術カタログの公表

４．現状可視化 経営状況、耐震化等の情報の見える化、KPI設定 政策ダッシュボードの公表

上下水道DX推進検討会

<学識者> 山村 寛教授（中央大学理工学部）（座長）、浦上拓也教授（近畿大学経営学部）
<地方公共団体>盛岡市、会津若松市、小山市、川崎市、石川県、青木村、湖西市、豊田市、京都市、奈良県、

広島県水道広域連合企業団、土佐町、北九州市、福岡市、大分県
<関係団体>（公益社団法人）日本水道協会、（公益社団法人）日本下水道協会
<事務局> 国土交通省（とりまとめ）、デジタル行財政改革会議事務局、総務省、農林水産省、経済産業省
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最終とりまとめ（概要版）
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〇課題認識
（１）施設の老朽化の進行 （２）現場の担い手の減少 （３）経営状況の悪化 （４）激甚化・頻発化する自然災害 などが課題
将来にわたり上下水道サービスを提供し続けるためには、データ・情報・知識等の資源をデジタル技術により活用し、現場の生

産性を向上させるとともに業務や働き方を変革する上下水道DXの推進が必要

〇上下水道事業におけるDX推進目標
点検頻度や方法を強化・充実するなどのメンテナンス効率の向上や広域連携の加速、経営の効率化、大規模災害発生時にお

ける上下水道施設の早期機能回復等の事業の基盤強化等を進めることで、将来にわたり持続可能な上下水道システムの構築
を実現

〇上下水道事業でのDX推進の視点

【広域連携により、小規模自治体への導入加速化】
業務の共通化 ：優れた業務の分析・共通化・横展開

テーマ１

【最低限度のデジタル化を末端まで実現】
情報整備・管理の標準化：情報整備・管理のあり方を整理

テーマ２

【新技術をカタログに適宜盛り込み、対象技術を拡大】
ＤＸ技術の普及促進：上下水道DX技術カタログの策定

テーマ３

【DX技術導入を含む経営改善の取組の促進】
現状可視化 ：経営状況等の見える化、政策ダッシュボードの整備

テーマ４

今後の方向性：令和９年度末までに、上下水道DX技術カタログに掲載されたDX技術などがメンテナンスの標準
的なツールとして活用され、台帳システム等により管路情報を電子化することを目標とし、取組を推進。

〇上下水道DX推進に活用可能な財政支援
以下のメニューを活用し、上下水道DX技術の実装を支援

・上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（令和６年度創設）のうち、上下水道DX推進事業
・防災・安全交付金（令和７年度予算においての支援拡充 ）
・デジタル活用推進事業債（令和７年度創設）
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上下水道DX推進に向けたロードマップ及びKPI

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

業務の共通化

情報整備・管理の標準化

ＤＸ技術の普及促進

現状可視化

〇上下水道DX推進に向けたKPI（令和９年までの中間目標）

手引き検討 その他の業務について継続検討

水道版 政策ダッシュボード
検討

下水道版政策ダッシュボード検討※１

目標値検討

カタログ HPでの公募等、内容更新（１回/年程度）

水道版政策ダッシュボードに関する調査

手引公表

災害時の必要情報整理、統一的な用語等の整備、標準仕様書改定

〇上下水道DX推進に向けたロードマップ

KPI 現状（令和７年４月) 令和９年度

水道事業者※２（全国約1,400事業者）のうち、メンテナンスに関する上下水道DX技術の導
入率※３

３４％ １００％

下水道事業を実施している自治体（全国約1,500自治体）のうち、メンテナンスに関する上
下水道DX技術の導入率※３

２１％ １００％

水道事業者※２（全国約1,400事業者）のうち、全ての管路情報を電子媒体で管理している
割合（紙ゼロ※４）

６７％ １００％

下水道事業を実施している自治体（全国約1,500自治体）のうち、全ての管路情報を電子媒
体で管理している割合（紙ゼロ※４）

７１％ １００％

共通プラットフォームの利用促進【上下水道で導入倍増を目指す】

目標公表 仕様書等公表

カタログ公表

ダッシュボード公表

※１ 下水道版政策ダッシュボードの公表時期は、作業工程整理の上決定する

※３ メンテナンス（上下水道施設の維持管理等）に関する上下水道DX技術の導入とは、DX技術が標準的なツールとして活用されている状態とする。
ただし、DX技術により得た情報を活用し、長期的なメンテナンス計画を立案するなどの活用も含まれる。

※４ 中間目標としては、維持管理情報を含まれることや、GIS（地理情報システム）によるものが望ましいが、これらの対応が困難な場合は、文字判別可能な汎用
的なファイル形式で電子化されたものを含む

※２ 水道事業者とは、上水道事業及び水道用水供給事業とし、簡易水道事業は含まない。



「水道事業等の経営状況に関するダッシュボード」の概要

⚫ 水道の現状に対する住民理解を醸成し、水道事業者等※に対して広域連携やDX 技術導入による効率化
等の経営改善に向けた取組を促すため、経営状況を可視化する「水道の経営状況に関するダッシュボー
ド」を作成。

⚫ 本ダッシュボードは、水道事業等の基本情報や経営状況の確認、他の水道事業者等との比較を可能にす
ることで、水道使用者、議会、行政等が水道事業等の経営状況に対する理解を深めるためのツールとして
活用可能。

機能 （例）「全国の主要指標の年次推移」の画面イメージ

以下リンク先で公開中
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/watersupply

※水道事業者等：水道事業者及び水道用水供給事業者

1. 全国の主要指標の年次推移
⇒ 全国又は都道府県単位で水道事業等に関する主要

な指標の年次推移を確認できる画面

2. 都道府県ごとの県下の水道事業等合算での状況
⇒ 都道府県単位で水道事業等に関する主要な指標を

横並びで主要な指標を確認できる画面

3. 都道府県下の水道事業等の状況
⇒ 都道府県下の各水道事業等に関する主要な指標の

年次推移を確認できる画面

4. 家庭用水道料金
⇒ 各水道事業等の家庭用水道料金の水準等を確認で

きる画面

5. 水道事業者等の主要指標の年次推移
⇒ 各水道事業等のおける主要な指標を確認できる画面

6. 類似団体の比較
⇒類似団体の数値を比較できる画面

10

https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/watersupply
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ダッシュボードで取り扱う指標

○ 持続可能な水道事業等の経営を実現するためには、収益性や資産運用等の財務状況に関わる指標から、
施設の老朽化や耐震化、効率性などの施設状況に関わる指標を総合的に把握する必要がある。

取り扱う指標の一覧：水道事業等の経営に係る指標
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ダッシュボードの活用方法（例）

【政策立案】
• 課題把握のための現状分析に活用
• 市長部局への説明資料に活用

• 審議会※への説明資料に活用
• 首長・議会への説明資料に活用
※経営計画や料金改定など事業運営に関する重要事項について審議する機関

• 水道事業等に関する理解醸成に活用

• KPIに基づき、経営改善の効果を測定。
（例）漏水調査に関するＤＸ技術を導入した場合
⇒ＫＰＩとして設定した有収率に基づき効果を測定
⇒有収率を年次推移をダッシュボードから確認

○ ダッシュボードは、経営改善の取組を検討する場面（計画）や経営改善の取組の効果測定を実施する場面
（評価）において、活用されることが想定される。

・第９回課題発掘対話（R6.12.23) ※千葉県知事 熊谷氏発言
近年の物価高騰や水道施設の老朽化対策・耐震化等を踏まえると、全国的な料金の値上げや広域連携が避けられない状況の中、必要

な取組み を先送りしないためにも、地域の住民や水道利用者の理解を得ていくことが重要ではないか。

・第１回上下水道DX推進検討会（R6.12.25) ※広島県水道広域連合企業団 坂本氏発言
（略）蛇口をひねれば安全な飲める水が出てくるのは当たり前ということですが、ここにいる皆様方はご承知と思いますが当たり前ではなく、

手間暇、金、事業体の努力、苦労があまりにも利用者の方にまだまだ伝わっていないです。
（略）認識を変えていくためには、徹底した現実の可視化をしていくこと、それから繰り返して訴求していくということが重要と考えています

水道事業
等の職員

地域住民

活用方法（例）

【政策評価】
• 経営改善の取組に対し設定したＫＰＩを効果測定

【参考：現状可視化に関する水道業界からの意見】

• ダッシュボードに基づき経営改善の取組の必要性を検討。
（例）有収率※について
※施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標

⇒ダッシュボードを確認したところ有収率が類似団体よりも低い
⇒漏水の可能性が高い
⇒漏水調査に関するＤＸ技術の導入を検討
• 併せて、経営改善の取組の効果を測定すためのKPIを設定。
（例）漏水調査に関するＤＸ技術を実施する場合
⇒有収率をＫＰＩとして設定

利用者
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国土交通省における今後の対応

１．水道事業者等への全国調査
政策ダッシュボードの事例調査やニーズ把握等を実施し、必要に応じてアップデートを実施。

（調査項目案）
活用事例、活用状況、改修希望 など

２．指標の見方等の充実
利用目的に応じた指標の組み合わせ方など、政策ダッシュボードの使い方の解説を充実。

３．全国調査を踏まえた効果的な活用方法の発信
政策ダッシュボードの活用事例を収集し、横展開を実施。

４．全国調査を踏まえた下水道版のダッシュボードの検討
本政策ダッシュボードの策定等で得られた知見を下水道分野に横展開し、現状可視化を推進。

利便性向上・活用促進

下水道分野への展開

調査・改修



14

議論いただきたい論点について

① 経営改善の取組の必要性を判断するにあたって必要となる情報に基づき意思決
定するためには、政策ダッシュボードをどのように活用するか。
その際、以下のような様々な視点に着目してはどうか。
＜視点例：都道府県／市町村、自治体の特性＞

② 水道事業等に対する住民理解を醸成させるためには、政策ダッシュボードをどの
ように活用するか。

③ 上記の①、②の観点から、政策ダッシュボードの機能として改善すべき事項はあ
るか。
例）類似自治体との比較機能は十分か、など

水道事業等における経営改善の効果を
定量的かつ容易に計測するための環境整備について



参考資料
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ダッシュボード画面①（全国の主要指標の年次推移）

○ 日本全体や特定の都道府県での水道事業等に関する主要な指標を年次推移で確認可能。水道事業等の状
況を俯瞰で捉えられるようにするため、各指標は合算で見た際の数値を表示。

全国の主要指標の年次推移
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○ 都道府県ごとの県下に存在する水道事業等の合算で見た際の数値を確認可能。
○ 散布図のX軸やY軸の指標、テーブルの指標は、任意の指標に変更可能になっており、各都道府県の状況を

分布で見たり、並べることで、複眼的な視点から水道事業等の状況を把握可能。

都道府県下の水道事業等の合算での状況

ダッシュボード画面②（都道府県下の水道事業等の合算での状況）
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○ 選択した都道府県下のすべての水道事業等の個別の数値を確認可能。
○ 散布図のX軸やY軸の指標、テーブルの指標は、任意の指標に変更可能であり、各事業の状況を分布で見た

り、並べることで、それぞれの水道事業の状況の違いを客観的な事実として把握可能。

都道府県下の水道事業等の状況

ダッシュボード画面③（都道府県下の水道事業等の状況）
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○ 全国の水道事業者の家庭用水道料金の水準が一覧で表示可能。
○ また、特定期間内での変動の幅や差額を時系列推移で確認可能。

家庭用水道料金

ダッシュボード画面④（家庭用水道料金）
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○ 選択した水道事業者等の主要な指標を年次推移で確認可能。

水道事業者等の主要指標の年次推移

ダッシュボード画面⑤（水道事業等の主要指標の年次推移）
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ダッシュボード画面⑥（類似団体の比較）

○ 「財務の状況」「費用内訳」「施設の状況」の3つのタブを切り替えながら、選択した水道事業者等と類似団体
の数値を最新年度と年次推移で比較することが可能。「類似団体をみる→」から類似団体区分に属する事業
者と各指標の数値を確認することも可能。

類似団体の比較


